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 １ 趣旨 

少子高齢化の更なる進展に伴う社会保障費用の増大、共働き世帯や単身高齢世帯の増加に

よる家族形態の変化、国・地方自治体の逼迫（ひっぱく）した財政状況など、近年の保健医

療を取り巻く状況は変化を続けており、それに伴って高度化・多様化する県民ニーズに対し

て、地方行政の的確な対応が期待されています。 

   保健医療は、社会保障サービスの給付の中で、年金に次ぐ大きな柱を形成しており、介護、

障がいなど福祉に関連する諸施策を推進する上でも、欠くことのできない重要な施策です。 

また、人口減少社会においては、限られた資源を重点的・効率的に活用することがより一

層求められることから、保健医療に関わる各施策を有機的に連携させ、一体的かつ効率的な

サービスの提供体制を構築していくことが必要です。 

 本計画は、これまでの信州保健医療総合計画を引き継ぎ、保健医療に関連する９つの計画

を一体的に策定することによって、長野県が取り組む各種保健医療施策の方向性とその具体

的な目標を明らかにするとともに、本県の保健医療施策が「健康長寿」という一つの目標に

向かって、引き続き総合的に推進できるように策定したものです。 

 

 ２ 包含する個別計画 

・第７次長野県保健医療計画 

   ・第３次長野県健康増進計画 

   ・第３次すこやか親子２１（長野県母子保健計画） 

・長野県医療費適正化計画（第３期） 

   ・長野県歯科保健推進計画 

   ・長野県がん対策推進計画 

   ・長野県アルコール健康障害対策推進計画 

   ・長野県の感染症の予防のための施策の実施に関する計画 

   ・長野県肝炎対策推進計画 

  ※本計画内における上記個別計画の位置付けは、目次を参照。 

 

第１節 計画策定の趣旨 
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１ 計画策定の基本的な考え方 

  ・県民、関係機関、団体等の幅広い協力を得て、実情に即し将来を展望する計画とします。 

  ・計画をより実効あるものとするために、施策ごとに具体的な施策展開や目標等を記載しま

す。 

 

２ 計画の根拠法令 

  ・医療法 第 30 条の４第１項 

・健康増進法 第８条第１項 

・「母子保健計画策定指針」平成 26 年６月 17 日厚生労働省通知 

・高齢者の医療の確保に関する法律 第９条第１項 

・歯科口腔保健の推進に関する法律 第 13 条第１項 

・長野県歯科保健推進条例 第８条第１項 

・がん対策基本法 第 12 条第１項 

・アルコール健康障害対策基本法第 14 条第１項 

・感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律 第 10 条第１項 

・肝炎対策基本法 第４条 

 

３ 長野県総合５か年計画との関係 

   本計画は、長野県総合５か年計画の保健医療分野を具体化するための計画と位置付けてい 

  ます。 

 

４ 市町村、関係団体への行動指針 

市町村、関係団体そして県民が一体となって取り組むべき内容を示し、社会全体が健康へ

の理解を深めつつ、活動、行動するための指針とします。 

 

５ 関連する他分野の計画 

本計画の策定にあたっては、関連計画との整合性を図ります。 

   関連する計画は以下のとおりです。 

 

  ・長野県高齢者プラン（老人福祉計画・介護保険事業支援計画） 

 ・長野県障がい者プラン（障害者計画・障害福祉計画・障害児福祉計画） 

・長野県食育推進計画  

・長野県自殺対策推進計画 

・子ども・若者支援に関する総合的な計画（仮称） 

 

第２節 計画の性格 
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  医療法第 30 条の６第２項等に基づき、平成 30 年度（2018 年度）を初年度とし、平成 35

年度（2023 年度）までの６年間とします。 

 

 

 

１ 推進体制 

   本計画を推進するに当たっては、県が主体的に推進していくほか、市町村、医療機関、医

療従事者、保健・医療関係団体、そして県民も推進主体として積極的に参加することが必要

です。 

（１）全県的な推進体制 

    本計画を推進するためには、市町村、医療機関、医療従事者、保健関係者、医療保険者、

関係団体、事業主が、それぞれの役割のもと、協働する必要があります。 

そのために、以下の組織を通じて十分な意思疎通を図っていくとともに、県民の積極的

な参加のもと、一体となって計画を推進します。 

・長野県医療審議会 

・長野県地域医療対策協議会 

・長野県健康づくり推進県民会議 

・長野県災害・救急医療体制検討協議会 

・長野県がん対策推進協議会 

・長野県歯科保健推進県民会議 

・長野県アルコール健康障害対策推進会議 

・長野県感染症対策協議会 

・長野県ウイルス肝炎診療協議会 

 

  （２）二次医療圏における推進体制 

    地域における医療提供体制の構築が重要な課題となっていることから、二次医療圏ごと

に設置した地域医療構想調整会議等を活用し、医療機関や医療関係団体等とともに、医療

連携体制の構築を推進します。 

 

 ２ それぞれの機関に求められる役割 

  （１）県 

   ・ 計画の推進のため、保健医療の分野だけではなく、福祉や教育など幅広い分野との一 

層の連携体制を構築し、広域的視点に立って、総合的に保健医療施策を推進します。 

・ 平成 30 年（2018 年）年４月から市町村とともに国民健康保険の保険者となることか 

ら、県民の健康づくりを市町村とより一層協働して進めます。 

第３節 計画期間 
 

第４節 推進体制とそれぞれの役割 
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・ 医師、看護師等の医療従事者の確保など、個々の病院や市町村だけでは対応が困難な

課題については、広域的な行政機関として主体的な取組を行います。 

・ 保健福祉事務所は、市町村の保健医療施策に対し支援を行うほか、地域における医療 

連携体制の構築において、医療機関や医療関係団体等との調整を行います。 

・ 県民に対し健康増進や適切な医療の受診の仕方など保健医療に関する情報提供を積極 

的に行うとともに、県民の意見や提言を十分に受け止めて施策を推進します。 

・ 保健医療制度の全体的な制度設計は国において行われていることから、計画推進に必 

要な制度の変更や支援策の充実等について、国に要望し働きかけていきます。 

 

  （２）市町村 

・ 保健医療、特に保健分野において市町村の果たすべき役割がますます大きくなってい

るため、市町村においても積極的な保健医療サービスの実施が求められます。 

   ・ 特に、住民への医療・健康に関する知識の普及啓発といった一次予防、がん検診や特 

定健診・特定保健指導（国民健康保険の保険者として）などの二次予防において、積極

的な役割を果たす必要があります。 

 

  （３）医療機関・医療従事者・医療関係団体 

   ・ 計画の推進に当たっては、医療関係団体等の協力のもと、医療機関が、それぞれの有 

する機能に応じた医療を提供していくことが必要です。 

   ・ 特に、５疾病（がん・脳卒中・心筋梗塞等の心血管疾患・糖尿病・精神疾患）・５事業 

（救急医療・災害時における医療・へき地の医療・周産期医療・小児医療（小児救急含

む））及び在宅医療等に関して本計画に記載された医療機関については、医療提供体制の

確保・充実の面から、積極的な役割が期待されます。 

   ・ また、県民は安全で安心な医療の提供を期待していることから、医療安全体制の整備 

など医療を提供する環境づくりに努めるとともに、患者との信頼関係の構築に努め、患

者の視点に立った医療の提供が求められています。 

 

  （４）医療保険者 

・ 医療保険者には、保険財政の安定化と保険者機能を発揮した医療費の適正化が求めら

れています。 

・ 特に、生活習慣病の予防は、住民の健康の確保の上で重要であるだけでなく、治療に

要する医療費の減少にも役立つことから、市町村や他の医療保険者、事業主、医療機関

等との連携を図り、特定健診・特定保健指導を効率的かつ効果的に実施していく必要が

あります。 

・ また、レセプト情報に基づく医療費分析等を行い、被保険者等の健康状況を把握し、

被保険者等の健康の保持・増進に向けた保健事業を積極的に推進していくことが期待さ

れます。 
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  （５）県民 

   ・ 県民一人ひとりが「自分の健康は自分で守る」という意識のもと、適切な生活習慣づ 

くりや疾病予防に努めるとともに、定期的な健診や早期受診により健康を維持・回復す

ることが重要です。また、より良質な医療を受けるため、県民自身が医療情報の収集や

医療機関の選択に主体的に関わることも期待されています。 

・ さらに、質の高い保健医療の環境づくりのためには、県民の理解と協力が必要です。

例えば、大病院への患者の集中やそれに伴う病院勤務医の疲弊といった問題を少しでも

解決していくためには、県民一人ひとりがかかりつけ医を持つなど、病院勤務医の負担

軽減に協力していくことも必要です。 

 

 

 

１ 計画の進捗状況の評価と見直し 

   本計画で示す目標を達成するためには、県民、関係機関、団体等の理解と協力を得ながら

着実に各種施策の推進を図ることが重要です。 

   このため、分野ごとの目標設定にあたっては、できるだけ数値化した指標を用いて計画の

進捗状況が目に見えるよう工夫するとともに、達成状況については平成 31 年度（2019 年度）

以降、毎年度確認・評価を行い、施策の推進に反映させていきます。なお、評価した結果に

ついては、県ホームページ等で公表します。 

   ※指標については、医療計画作成指針に基づき以下の３区分に分類して掲載しています。 

 

 

  

 また、医療法第 30 条の６第１項に基づき、在宅医療その他必要な事項については、３年

ごとに調査・分析・評価を行い必要がある場合は見直しを行います。 

 

２ 評価に使用する各種統計調査 

評価に使用する主な調査は以下のとおりです。 

  ・人口動態調査         ・国民生活基礎調査 

  ・患者調査           ・県民健康・栄養調査 

  ・国民健康・栄養調査      ・衛生行政報告例 

  ・介護保険事業状況報告調査   ・医療施設調査 

  ・病院報告           ・医師・歯科医師・薬剤師調査 

  ・地域保健・健康増進事業報告 

   また、必要に応じて関係機関に対する調査を実施します。 

 

第５節 評価及び見直し等 
 

 Ｓ（ストラクチャー指標）：医療サービスを提供する物的・人的資源及び組織体制等を測る指標 

Ｐ（プロセス指標）：実際にサービスを提供する主体の活動や、他機関との連携体制を測る指標 

Ｏ（アウトカム指標）：医療サービスの結果として住民の健康状態や患者の状態を測る指標 

 



 

- 10 - 

 

 



- 11 - 

 

 

 

第２編 

 

長野県の現状 
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第１章 

県民の状況 
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１ 長野県の人口 

 長野県の総人口は、平成 13 年（2001 年）の約 222 万人をピークに減少に転じ、平成 27 年

（2015 年）には約 210 万人、65 歳以上の割合は 30.1％となっています。 

 国、都道府県、市町村が人口減少に歯止めをかける政策を講じない場合、減少が続きますが、

一定の政策を講じた場合、2060 年に 161 万人、2080 年頃から 150 万人程度で定常化する見

通しです。 

 （以下、人口の推計については、政策を講じた場合の推計を掲載します） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

第１節 人口構造 

（注）従属人口指数＝（0～14 歳人口+65 歳以上人口）／（15～64 歳人口） 

   推計値は、国、都道府県、市町村が人口減少に歯止めをかける施策を講じた場合として長野県総合政策課
が推計したもの 

 

 

長野県の総人口と高齢化率 
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 （参考）施策を講じない場合の推移 

 

 

 
 

 

 

２ 高齢者人口 

  推計によると、平成 32 年（2020 年）に 65 歳以上の人口がピークとなり、後期高齢者人口 

（75 歳以上人口）は平成 42 年（2030 年）まで増加が続く見通しです。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
長野県の総人口と高齢化率 

 

（注）従属人口指数＝（0～14 歳人口+65 歳以上人口）／（15～64 歳人口） 

   推計値は、長野県総合政策課が現状の継続を前提に国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推
計人口（平成 25 年３月推計）」を基に推計したもの 

（2015 年の数値は国勢調査。2020 年以降は国、都道府県、市町村が人口減少に歯止めをかける施策を講じた場合とし
て、長野県総合政策課が推計したもの） 

 

 

高齢者人口の推計 
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３ 人口ピラミッドの推移 

   

1,196千人 

631千人 

272千人 

846千人 

610千人 

249千人 

827千人 

389千人 

258千人 

（2015 年の数値は国勢調査。2050 年及び 2100 年は国、都道府県、市町村が人口減少に歯止めをかける施策を講じた場
合として、長野県総合政策課が推計したもの） 
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現在使用している人口年齢区分は、15～64 歳を生産年齢人口としてとらえていますが、

高度経済成長期を経て成熟社会に入っていることを考慮して新たな視点で人口構造をとら

える考え方もあります。 

例えば高学歴化によって若者が社会へ旅立つ年齢が遅れていることや、平均寿命の延伸に

よって、健康で元気に暮らしている高齢者は多いことなどを考慮して、15～19 歳を支えら

れる側に、65～69 歳を支える側に分類して推計してみると、元気な高齢者が就労やボラン

ティアなどで活躍するという前提により生産年齢人口が増加することになるため、従属人口

指数が 100 を超えず、「支える側の人口」が「支えられる側の人口」より多い状態を維持で

きることとなります。 

今後は、人口減少社会の中で社会保障の柱である保健医療サービスを持続可能にしていく

ためには、こうした視点で人口構造をとらえていくことも必要かもしれません。 

 

人口構造の考え方（20～69歳を生産年齢人口とした場合の人口推計） 

 

（注）推計値は、国、都道府県、市町村が人口減少に歯止めをかける施策を講じた場合として、長野県総合政策

課が推計したもの 
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1 出生 

  平成 27 年（2015 年）の出生者数は 15,638 人、出生率（人口千対）は 7.5 で全国の 8.0

を下回っています。出生率は、昭和 50 年（1975 年）以降漸減傾向を示しており、平成元年

（1989 年）には全国平均に並び、以後同水準で推移してきました。 

  また、合計特殊出生率（１人の女性が一生の間に生むであろう子どもの数に相当）は、昭 

和 46 年（1971 年）以降全国平均を上回っているものの、漸減傾向を示してきましたが、平

成 22 年頃から増加傾向に転じ、平成 27 年（2015 年）には 1.58（全国：1.45）となってい

ます。 

 

 

 

 
 

 

 

 

 
 

第２節 人口動態と平均寿命 

 

 

合計特殊出生率 

 

（厚生労働省「人口動態統計」） 

 

 

 

（厚生労働省「人口動態統計」） 

出生率と出生数 

 

（人口千対） 

（人口千対） （人） 
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２ 死亡 

  平成27年（2015年）の死亡者数は24,536人、死亡率（人口千対）は11.8となっており、

全国平均の10.3を上回っています。死亡率は、医学や医療技術の進歩、公衆衛生の向上等に

より、昭和50年代後半まで低下傾向で推移しましたが、その後は上昇傾向に転じて、平成16

年（2004年）以降は出生率を上回っています。 

また、平成27年（2015年）の年齢調整死亡率（人口10万対）でみると、本県の男性の死

亡率は434.1（全国：486.0）、女性の死亡率は227.7（全国：255.0）であり、男性、女性と

もに、前回調査に引き続き低順位で全国１位となっています。 
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を下回る

長野県４７位
（全国最低）

以降６回連続

 

（厚生労働省「人口動態統計」） 

 

○ 死亡数を人口で除した死亡率については、各地域の年齢構成に差があるため、高齢

者の多い地域で高くなり、若年者の多い地域で低くなる傾向にあります。このため、

年齢構成の異なる地域間で死亡状況の比較ができるように基準人口（昭和60年モデル

人口）で補正した死亡率です。 

○ 平成22年（2010年）及び平成27年〈2015年〉ともに全国順位（低順位）が男女と

も１位の長野県は、他県と比較して年齢調整死亡率が最も低く、長寿を裏付ける結果

となっています。 

 

年齢調整死亡率とは？ 

死亡率と死亡数 

 
（人口千対） 

 

 

 

（人口 10 万対） 

年齢調整死亡率 男性 

（厚生労働省「人口動態統計特殊報告」） 

（人） 
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1042.3

931.5

823.3
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全 国
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全国平均を

下回る

長野県４７位
（全国最低）

以降２回連続

 

 

３ 乳児死亡率及び新生児死亡率 

  平成27年（2015年）の乳児死亡（生後１年未満の死亡）数は20人、乳児死亡率（出生千

対）は1.3となっており、全国平均の1.9を下回っています。乳児死亡率は、戦後の母子保健

の普及改善等により、昭和20年（1945年）以降昭和30年代にかけ急激に低下し、昭和50年

（1975年）には8.5となって２桁台を割り、平成５年(2003年) 以降は全国平均を若干下回る

水準でほぼ推移しています。 

  また、平成27年（2015年）の新生児死亡（生後４週未満の死亡）数は11人、新生児死亡

率（出生千対）は0.7となっており、全国平均の0.9を下回っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（厚生労働省「人口動態統計特殊報告」） 

 

 

 

 

 
乳児死亡率及び新生児死亡率 

 

年齢調整死亡率 女性 

（厚生労働省「人口動態統計」） 

（人口 10 万対） 

（出生千対） 
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４ 周産期死亡率 

  平成27年（2015年）の周産期死亡（生後１週未満の死亡及び妊娠満22週以後の死産）数

は47人、周産期死亡率（出産千対）は3.0となっており、全国平均の3.7を下回っています。

周産期死亡率は、母子保健の普及改善等により低下傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 ５ 死亡原因 

  死亡順位を時系列でみると、昭和26年（1951年）以降、脳血管疾患、悪性新生物、心疾

患の順で推移してきましたが、昭和59年（1984年）に悪性新生物が脳血管疾患を抜いて１位

となり、直近の平成27年（2015年）では悪性新生物、心疾患、脳血管疾患の順となっていま

す。 

  また、平成27年（2015年）の全死因に占める３大死因の割合は51.7％であり、全国（52.6％）

とほぼ同水準となっています。 
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本県の全死亡に占める３大死因の割合 

 

（厚生労働省「人口動態統計」） 

（厚生労働省「人口動態統計」） 

周産期死亡率 

 （出産千対） 

（注）平成６年以前は生後１週未満の死亡及び妊娠満28週以後の死産に係る率  
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瘤及び

解離

全 国 165.3 39.2 22.9 21.0 65.4 16.2 37.8 18.1 38.3 19.3 23.0 7.3 7.5 9.8 5.5 10.1 6.4

長 野 132.4 29.3 18.0 17.3 60.8 16.9 41.0 20.1 26.5 20.0 25.3 5.7 7.6 10.2 5.1 12.1 6.2
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死因別年齢調整死亡率 男性 

 

死因別年齢調整死亡率 女性 

（厚生労働省「人口動態統計特殊報告」） 

（厚生労働省「人口動態特殊報告」） 

（人口 10 万対） 

（人口 10 万対） 

（注）順位は高い順に記載 数値は平成 27 年〈2015 年〉 

（注）順位は高い順に記載 数値は平成 27 年〈2015 年〉 
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６ 平均寿命の推移 

   平成22年（2010年）の都道府県別生命表によると、本県の平均寿命は、男性が80.88年（全 

国：79.59年）、女性が87.18年（全国：86.35年）となっています。男性は平成２年から全

国一位を保ち続けており、女性も平成22年（2010年）に初めて一位となるなど、本県の長

寿を裏付けています。（平成27年（2015年）の都道府県別生命表は、平成29年（2017年）

12月公表予定） 
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平均寿命の推移 

 

（厚生労働省「都道府県別生命表」） 

 

年 

 
主な死因別年齢調整死亡率の対全国比 

 

（注）全国 100 数値は平成 27 年〈2015 年〉 

〈女性〉 〈男性〉 

（厚生労働省「人口動態統計特殊報告」） 

（人口 10 万対） 
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１ 患者数及び受療率 

厚生労働省「患者調査」（平成26年（2014年）によると、調査日（病院は平成26年（2014 

年）10月21日から23日までのうちで指定された１日、診療所は同年10月21日、22日、24日の

うちで指定された１日）に県民のうち医療施設を受療した推計患者数（推計入院患者数と推計

外来患者数の合計）（患者住所地ベース）は128,400人で、県民の16.4人に１人が受療したこと

になります。 

 施設の種類別では、病院が53,700人（患者総数の41.8％）、一般診療所が56,700人（同44.1％）、 

歯科診療所が18,200人（同14.１％）となっています。また、入院・外来別では、入院が20,400 

人（同15.9％）、外来が108,000人（同84.1％）、性別患者数では、男性が56,600人（同44.1％）、 

女性が71,900人（同55.9％）となっています。 

 受療率＊（人口10万対）は、入院が970、外来が5,122で、いずれも全国を下回っており、平 

成14年（2002年）の患者調査以来、同様の傾向が続いています。 

 推計患者数及び受療率（人口10万対）（平成26年） 

区 分 
患   者   数 （人） 受療率（人口10万対） 

総 数 病 院 一般診療所 歯科診療所 長野県 全 国 

入  院 20,400 19,900 600 ― 970 1,038 

外  来 108,000 33,800 56,100 18,200 5,122 5,696 

男  性 56,600 25,300 23,100 8,200 5,522 6,043 

女  性 71,900 28,300 33,600 10,000 6,629 7,387 

計 128,400 53,700 56,700 18,200 6,092 6,734 

（注）計については、入院及び外来の患者数及び受療率を単純合計したもの。    （厚生労働省「患者調査」） 

 

推計患者数及び受療率（人口10万対） の推移 

年 
患 者 数 （人） 

受療率（人口10万対） 

長 野 県 全  国 

入院 外来 計 入院 外来 計 入院 外来 計 

平成14年 21,400 101,300 122,700 966 4,570 5,536 1,139 5,083 6,222 

平成17年 20,800 111,500 132,300 946 5,078 6,024 1,145 5,551 6,696 

平成20年 21,000 112,200 133,200 969 5,168 6,137 1,090 5,376 6,466 

平成23年 19,700 110,600 130,300 920 5,162 6,082 1,068 5,784 6,852 

平成26年 20,400 108,000 128,400 970 5,122 6,092 1,038 5,696 6,734 

（注）計については、入院及び外来の患者数及び受療率を単純合計したもの。    （厚生労働省「患者調査」） 

＊ 受療率：ある特定の日に疾病治療のために、すべての医療施設に入院あるいは通院、又は往診を受けた人口10万人当 

たりの患者数。厚生労働省が行う「患者調査」により全国推計患者数を把握し算出。 

 

第３節 傷病の動向 
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２ 傷病別患者数・受療率 

 厚生労働省「患者調査」（平成26年〈2014年〉）によると、傷病（大分類）別推計患者 

数は、「消化器系の疾患」が20,100人（患者総数の15.7％）と最も多く、次いで「循環器 

系の疾患」19,700人（同15.3％）､「筋骨格系及び結合組織の疾患」14,200人（同11.1％） 

の順となっています｡ 

 また、全国の傷病（大分類）別受療率と比較すると、「循環器系の疾患」は、ほぼ全国 

と同じ受療率であるのに対し、「消化器系の疾患」、「筋骨格系及び結合組織の疾患」、 

「呼吸器系の疾患」は全国平均を大きく下回っています。 

 

 

 

 

 

 

 

傷病別受療率（平成26年） 

 

（注）※は、再掲を示す。 （厚生労働省「患者調査」） 

（人口 10 万対） 
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３ 年齢階級別受療率 

  年齢階級別受療率（人口10万対）をみると、15～24歳の1,983を最低に、最高は75歳以上の 

12,388となっています。 

   全国平均と比較すると、75歳以上での受療率の低さが際立っているほかは、ほぼ全国と同じ 

か下回る水準となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（厚生労働省「患者調査」） 

年齢階級別受療率（平成26年） 

 （人口 10 万対） 
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４ 入院患者の受療動向 

県内では、主に高度な医療の提供を行う大学病院等の医療機関がある佐久・松本医療圏に周

辺の医療圏から高度急性期・急性期の入院患者が流入しています。また、上小医療圏には、回

復期や慢性期の患者が流入しているという傾向が見られます。 

図 ４機能区分別の患者流出入の状況（平成 25 年度、10 人/日以上） 

 

「地域医療構想策定支援ツール」を活用して作成 
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１ 要介護・要支援認定者の状況 

長野県の認定者数（要介護・要支援）は増加傾向、認定率は近年横ばいの傾向にあります。 

 

 

 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

長野県では全国と比べ、要支援者の割合が低く、要介護者の割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５節 社会保障・経済の状況 第４節 要介護・要支援認定者の状況 

要介護・要支援認定者の推移 

 

要介護・要支援認定者の状況 
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２ 長野県の介護サービス利用者と介護給付費 

要介護認定者数の増加に伴い、長野県内のサービス利用者数、介護給付費は増加し、介護保

険料も上昇しています。 

 

サービス利用者数の推移 

 

介護給付費の推移 

 

介護保険料の推移 
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第２章 

医療の現状 
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○ 県では、本計画の策定を含め、安全で安心できる医療体制や質の高い医療提供体制の構築

を図るための基礎資料とするため、平成29年（2017年）２月に「県民医療意識調査」を実施

しました。 

○ 調査の概要及び主な調査結果は、以下のとおりです。 

 

１ 調査の概要 

  ① 調査対象：18 歳以上の県民 3,000 人（選挙人名簿から層化２段無作為抽出） 

  ② 調査期日：平成 29 年（2017 年）２月 

  ③ 調査方法：調査票送付によるアンケート回答方式 

 

２ 主な調査結果 

（１）医療機関の役割分担について 

「『比較的軽い病気やけがは、患者の近くの診療所・医院が治療を受け持ち、比較的大き

な病院は、病状が進んだ患者の治療や難しい病気の治療に専念すべきである』という考えに

ついて、どう思われますか」という質問に対し、「大いに賛成」、「どちらかといえば賛成」

が合わせて 70％以上を占め、「全く反対」、「どちらかといえば反対」の約５％を大きく上

回りました。 

過去の調査（平成 17 年度（2005 年度）、平成 23 年度（2011 年度））と比較しても、「大

いに賛成」、「どちらかといえば賛成」が増加しています。 

【図１】医療機関の役割分担について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）地域に不足している診療科について 

○ 「あなたのお住まいの地域で、受診する医療機関が無い、あるいは不足していると感じて

いる診療科を、３つまでお選びください」という質問では、産科・産婦人科、総合診療科（複

数の病気を抱える患者に対応するため、幅広い視野で診療を行う科）、耳鼻咽喉科の順とな

っています。 

第１節 医療に対する県民の意識 

24.4％

29.5％

大いに賛成 29.5％

36.1％

40.5％

どちらかといえば賛成 42.3％

24.9％

18.8％

どちらともいえない

19.6％

7.2％

4.3％

4.1％

3.7％

1.0％

1.4％

3.7％

5.9％

3.1％

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成17年度

平成23年度

平成28年度

どちらかといえば反対 全く反対 無回答
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【図２】地域に不足していると感じる診療科について（複数回答 ３つまで） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）医療行政について 

○ 「今後、医療行政はどの分野について重点をおく必要があると感じていますか」という質

問に対し、「がん対策」が最も多く、次いで「医療と介護の連携強化」、「救急医療」、「在

宅医療」となっています。 

【図３】今後、重点をおく必要があると感じる分野について（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

44.2%

26.9%

23.6%

20.7%

18.5%

15.0%

13.9%

12.2%

12.1%

12.0%

8.1%

7.2%

6.8%

6.0%

5.7%

5.6%

5.3%

2.5%

2.4%

14.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

産科・産婦人科

総合診療科

耳鼻咽喉科

皮膚科

眼科

アレルギー科

小児科

脳神経外科

整形外科

救急科

精神科

リハビリテーション科

外科

形成外科

放射線科

泌尿器科

内科

その他の診療科

歯科

無回答 n=1,974（無回答285）

46.5%

38.1%

23.7%

22.5%

17.9%

16.9%

16.2%

15.9%

14.5%

12.5%

12.4%

11.6%

9.8%

7.4%

3.8%

3.7%

1.6%

1.0%

4.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

がん対策

医療と介護の連携強化

救急医療

在宅医療

産科・周産期医療

心筋梗塞等の心血管疾患対策

へき地医療

脳卒中対策

災害時における医療

フレイル（高齢者の筋力や活動性の低下）対策

小児医療（小児救急を含む）

精神疾患対策

糖尿病対策

ロコモティブシンドローム（骨・関節などの運動器の障害）対策

その他

肺炎対策（誤嚥性を含む）

ＣＯＰＤ（慢性閉塞性肺疾患）対策

ＣＫＤ（慢性腎臓病）対策

無回答 n=1,974（無回答93）
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１ 病院・診療所・歯科診療所・薬局 

（１）病院 

病院数（人口10万対）は、全国平均を下回って推移しています。また、施設数は減少傾向

にありましたが、平成10年（1998年）以降はほぼ横ばいです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（厚生労働省「医療施設調査」） 

 

 

 

県内における開設者別の病院数は、次のとおりです。 

【表１】開設別病院数                 （平成 28 年（2016 年）10 月１日現在） 

国 
（国立大学法

人を含む。） 

公的病院 民間病院 

計 公立病院 日本赤
十字社 

ＪＡ長
野厚生
連 

社会医
療法人 

医療 
法人 

その他
の法人 

個人 
県 市町村 

6 6 18 6 14 12 60 7 2 131 

  （医療推進課調べ） 

 

 

 

 

第２節 保健医療施設の状況 
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病院数の年次推移 
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病院の病床数（人口10万対）は、全国平均を下回って推移していますが、全国平均が平成

３年（1991年）以降減少傾向にあるのに対し、本県の病床数はほぼ横ばいとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

病院の病床利用率は全国平均をやや下回って推移しています。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

（厚生労働省「病院報告」） 

 

病院の平均在院日数は、全国平均を大きく下回って推移しており、平成18年（2006年）ま

では全国最低でしたが、平成19年（2007年）からは、東京都、神奈川県に次いで全国で３番

目に低い状況となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（厚生労働省「病院報告」） 

 

 

（厚生労働省「医療施設調査」） 
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（２）一般診療所 

一般診療所のうち、有床診療所数（人口10万対）は全国平均より大きく減少しています。

一方、無床診療所数（人口10万対）は増加傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）歯科診療所 

歯科診療所数（人口10万対）は全国平均を下回っていますが、県全体では増加傾向にあり

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）薬局 

  薬局数（人口10万対）は全国平均を下回っていましたが、平成27年にはほぼ全国並みとな

っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

(厚生労働省「医療施設調査」) (厚生労働省「医療施設調査」) 
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(厚生労働省「衛生行政報告例」) 
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２ 医療圏別医療施設の状況 

 医療圏別医療施設の状況は、次のとおりです。 

 

【表２】医療施設の状況 

医療圏 区 分 病 院 
一般診療所 

歯科診療所 薬 局 
有床 無床 計 

佐 久 
実   数 14 5 139 144 104 107 

人口10万対 6.7 2.4 66.5 68.9 49.8 51.2 

上 小 
実   数 16 11 108 119 89 104 

人口10万対 8.1 5.6 54.7 60.3 45.1 52.7 

諏 訪 
実   数 12 11 136 147 96 88 

人口10万対 6.0 5.5 68.5 74.1 48.4 44.3 

上伊那 
実   数 10 4 132 136 86 75 

人口10万対 5.4 2.2 71.6 73.8 46.7 40.7 

飯 伊 
実   数 10 4 133 137 81 63 

人口10万対 6.2 2.5 82.0 84.5 49.9 38.8 

木 曽 
実   数 1 - 19 19 12 10 

人口10万対 3.5 - 66.9 66.9 42.3 35.2 

松 本 
実   数 27 24 341 365 222 193 

人口10万対 6.3 5.6 79.7 85.3 51.9 45.1 

大 北 
実   数 2 3 50 53 24 24 

人口10万対 3.3 5.0 83.7 88.7 40.2 40.2 

長 野 
実   数 35 23 369 392 272 246 

人口10万対 6.4 4.2 67.9 72.1 50.1 45.3 

北 信 
実   数 3 2 57 59 34 41 

人口10万対 3.4 2.3 64.9 67.1 38.7 46.7 

県 計 
実   数 130 87 1,484 1,571 1,020 951 

人口10万対 6.2 4.1 70.7 74.9 48.6 45.3 

全 国 
実   数 8,480 7,961 93,034 100,995 68,737 58,326 

人口10万対 6.7 6.3 73.2 79.5 54.1 45.9 

時  点 平成27年（2015年）10月１日現在 平成27年度末 

（ 病院、一般診療所、歯科診療所：厚生労働省「医療施設調査」（平成27年（2015年））、薬局：厚生労働省

「衛生行政報告例」（平成27年（2015年））） 
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３ 公立病院の役割と公立病院改革 

○ 県（地方独立行政法人長野県立病院機構を含む。）や市町村（一部事務組合、地方独立行政

法人を含む。）が設置した公立病院は、平成 28 年（2016 年）10 月１日現在、県内に 24 病

院あります。 

○ 公立病院は、地域における基幹的な医療機関として地域の医療を支える役割や、へき地医

療、救急医療、高度・先進医療など、採算性の面から民間の医療機関による提供が困難な医

療を提供する役割を担っていたり、医師不足等から十分な医療提供が困難になるなど、経営

的に厳しい状況に置かれている病院もあります。 

○ 総務省は、平成 19 年（2007 年）に病院事業を持つ地方公共団体に公立病院改革プランを

策定して必要な改革に取り組むよう求め、また、平成 27 年（2015 年）３月には、都道府県

の地域医療構想と整合を図った新公立病院改革プラン（以下「新改革プラン」という。）を策

定するよう通知しました。 

○ 県内の公立病院は平成 28 年度（2016 年度）中に新改革プランを策定し、地域における病

院の役割の明確化、経営の効率化、再編・ネットワーク化、経営形態の見直しなどの視点に

立った改革を進めています。 

４ 社会医療法人 

○ 平成 20 年度（2008 年度）から、一定の公的要件を備えた医療法人を「社会医療法人」と

して県が認定し、これまで主に公立病院が担ってきた救急医療やへき地医療、周産期医療な

どの公益性の高い医療を担っていただく制度が導入されています。 

○ 県内では平成 29 年（2017 年）４月現在、８法人によりへき地医療や周産期医療等が実施

されています。 

 【表３】社会医療法人が運営する医療機関及び業務 

二次医療

圏 
医療機関名 業務 法人名 

上 小 
菅平高原クリニッ

ク 
へき地医療 

社会医療法人 恵仁会 

（主たる事務所所在地は佐久市） 

諏 訪 諏訪共立病院 救急医療 
社会医療法人 南信勤労者医療協

会 

飯 伊 

飯田病院 精神科救急医療 社会医療法人 栗山会 

健和会病院 
救急医療 

小児救急医療 
社会医療法人 健和会 

松 本 

相澤病院 救急医療 社会医療法人財団 慈泉会 

城西病院 精神科救急医療 社会医療法人 城西医療財団 

丸の内病院 周産期医療 社会医療法人 抱生会 

松本共立病院 救急医療 
社会医療法人 中信勤労者医療協

会 

（厚生労働省「平成 29 年（2017 年）４月１日社会医療法人認定状況」） 
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５ 保健福祉事務所等 

（１）保健福祉事務所 

○ 県では、地域における公衆衛生の向上と健康増進を推進する広域的・専門的・技術的拠

点として、二次医療圏ごとに、10の保健福祉事務所を設置しています。また、平成11年

（1999年）４月から、長野市が中核市に移行したことに伴い、長野市保健所が設置されて

います。 

○ 人口の急激な高齢化と出生率の低下、医師不足などによる病院の診療科の休廃止、慢性

疾患の増加、食品や水などの生活環境に対する県民の意識の高まりなど、地域医療、地域

保健を取り巻く環境は大きく変化しています。 

○ このような変化に対応し、健康づくりの推進、母子保健、精神保健、生活衛生、災害時

の応急活動、健康危機管理等の分野で、より高度で専門的なサービスを提供できるよう保

健福祉事務所の機能を引き続き強化していく必要があります。 

 

（２）環境保全研究所 

○ 環境保全研究所は、環境の保全及び保健衛生の向上に寄与することを目的に、環境及び

保健衛生に関する試験検査、調査研究、情報の収集及び提供並びに普及啓発を行うところ

として、平成16年（2004年）４月１日に旧衛生公害研究所（昭和45年（1970年）11月１

日設置）と旧自然保護研究所（平成８年（1996年）４月１日設置）が統合して生まれまし

た。 

○ 研究所では、感染症部、食品・生活衛生部において、感染症に関する専門的な検査や調

査研究、医薬品等の検査を行っています。 

 

（３）精神保健福祉センター 

○ 精神保健福祉センターは、県における精神保健・福祉に関する総合技術センターとして、

精神障がいに関する知識の普及、技術指導、調査研究、相談指導のうち、複雑又は困難な

ものを行っています。 

○ 社会環境の複雑化に伴い、精神疾患など心の問題が多様化しており、精神疾患による自

殺者の問題、災害・事件時の心のケアなど、これらに対応した技術指導・援助、予防対策、

教育研修の要請が一段と高まっています。 

 

（４）市町村保健センター 

○ 市町村保健センターは、地域保健法で、市町村が設置する「健康相談、保健指導及び健

康診査その他地域保健に関して必要な事業を行う施設」と位置づけられ、地域における母

子保健や健康増進事業等の拠点としての機能を担っています。 

○ 地域における保健・医療・福祉にかかわる様々な施設が効果的に機能できるよう、各施

設との連携の拠点としての機能が求められています。 
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１ 保健医療従事者数の推移 

（１）医師 

医療施設従事医師数（人口10万対）の年次推移は次のとおりで、平成26年（2014年）12

月31日現在の医師数（人口10万対）は216.8（全国31位）と全国平均（233.6）を下回ってい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査」） 

 

 

（２）歯科医師 

医療施設従事歯科医師数（人口10万対）の年次推移は次のとおりで、平成26年（2014年）

12月31日現在の歯科医師数（人口10万対）は73.4（全国19位）ですが、全国平均（79.4）を

下回っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査」）  

第３節 保健医療従事者の状況 
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- 40 - 

 

（３）薬剤師 

薬局・医療施設従事薬剤師数（人口10万対）の年次推移は次のとおりで、平成26年（2014

年）12月31日現在の薬剤師数（人口10万対）は165.2（全国16位）ですが、全国平均（170.0）

を下回っています。 
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※斜字は全国の数値               （厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査」） 

 

（４）保健師、助産師、看護師、准看護師 

人口10万対の保健師、助産師、看護師、准看護師数の年次推移は次のとおりで、平成26年

（2014年）12月31日現在では、保健師、助産師、看護師では全国平均より高く、准看護師

で下回っています。なお、保健師は全国平均の約1.8倍で全国２位となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（厚生労働省「衛生行政報告例」） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

助産師数の年次推移 
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（厚生労働省「衛生行政報告例」） 
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（厚生労働省「衛生行政報告例」） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（厚生労働省「衛生行政報告例」） 

 

（５）歯科衛生士、歯科技工士 

人口10万対の歯科衛生士、歯科技工士の年次推移は次のとおりで、全国平均を上回ってい

ます。 
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２ 医療圏別の保健医療従事者の状況 

  医療圏別の主な保健医療従事者の状況は、次のとおりです。 

人口10万人当たりの従事者数は、医師・歯科医師・薬剤師については、松本医療圏が他の地

区に比べて多く、地域偏在がみられます。 

 

【表１】主な保健医療従事者の状況                         （単位：人） 

医療圏 区分 医師 歯科医師 薬剤師 保健師 助産師 看護師 准看護師 

佐 久 
人   数 472 148 362 161 87 2,342 423 

人口10万対 223.8 70.2 171.6 76.3 41.3 1,110.5 200.6 

上 小 
人   数 306 134 389 117 53 1,603 791 

人口10万対 154.8 67.8 196.8 59.2 26.8 811.2 400.3 

諏 訪 
人   数 432 135 322 119 75 2,038 527 

人口10万対 216.6 67.7 161.4 59.7 37.6 1,21.7 264.2 

上伊那 
人   数 253 113 239 140 54 1,454 464 

人口10万対 136.4 60.9 128.9 75.5 29.1 784.1 250.2 

飯 伊 
人   数 307 101 236 127 59 1,485 572 

人口10万対 187.0 61.5 143.7 77.4 35.9 904.5 348.4 

木 曽 
人   数 34 14 30 41 16 247 52 

人口10万対 117.2 48.2 103.4 141.3 55.1 851.1 179.2 

松 本 
人   数 1,480 466 825 292 220 4,743 979 

人口10万対 346.4 109.1 193.1 68.3 51.5 1,110.1 229.1 

大 北 
人   数 113 32 78 68 18 614 132 

人口10万対 187.5 53.1 129.4 112.9 29.9 1,019.0 219.1 

長 野 
人   数 1,038 356 865 319 169 5,109 1,198 

人口10万対 190.4 65.3 158.7 58.5 31.0 937.1 219.7 

北 信 
人   数 138 48 138 82 46 804 201 

人口10万対 154.9 53.9 154.9 92.0 51.6 902.3 225.6 

県 計 
人   数 4,573 1,547 3,484 1,466 797 20,439 5,339 

人口10万対 216.8 73.4 165.2 69.5 37.8 969.1 253.2 

全 国 
人   数 296,845 100,965 216,077 48,452 33,956 1,086,779 340,153 

人口10万対 233.6 79.4 165.2 38.1 26.7 855.2 267.7 

時点 平成26年（2014年）12月31日現在 

（注１）医師、歯科医師については医療施設従事者数、薬剤師については薬局・医療施設従事者数、保健師、 

助産師、看護師、准看護師については従事者数 

（注２）医療圏別の人口10万対については平成26年10月１日現在長野県情報政策課「毎月人口異動調査」に 

基づき計算 

医師、歯科医師、薬剤師：厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査」 

    保健師、助産師、看護師、准看護師：厚生労働省「衛生行政報告例」 
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第３章 

医療費等の現状 
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１ 経済・財政状況 

（１）長野県の県内総生産（名目） 

長野県の県内総生産は、８兆円台から７兆円台まで落ち込みましたが、最近は回復傾向にありま

す。  
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（２）１人当たりの国民所得と県民所得 

長野県の１人当たり県民所得は１人あたり国民所得を下回って推移していますが、近年は国民所

得と同様に上昇しています。 
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第１節 経済状況・社会保障 

 

 

 

 

県内総生産の推移 

 

１人当たりの国民所得と県民所得の推移 

 

（内閣府「国民経済計算」 長野県企画振興部「県民経済計算」） 

（長野県企画振興部「県民経済計算」） 
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（３）国民負担率・社会保障負担率 

国民負担率は平成２年（1990 年）以降 38％前後で推移し、社会保障負担率は増加傾向にありま

す。海外の状況を見ると、日本よりも高い負担率となっている国もあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国民負担率と社会保障負担率の推移 

 

国民負担率の国際比較 

※2016 年度は実績見込、2017 年度は見通し。 

（財務省公表資料） 

※国民負担率＝租税負担率＋社会保障負担率 
 潜在的な国民負担率＋財政赤字国民所得比 
日本は 2017 年度見通し。諸外国は 2014 年実績。 

（財務省公表資料） 
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（４）社会保障給付費の全国推移 

社会保障給付費は、全体で約115兆円となっており、年金が約５割、医療が約３割を占めています。 
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年金と医療の比率が逆転

（年金12.0兆円、医療11.5兆円） 年 金

兆円 万円

１人当たり社会保障給付費

医 療

福祉その他

2015
（平成27）

 
1970

(昭和45)
1975

(昭和50)
1980

(昭和55)
1985

(昭和60)
1990
(平成2)

1995
(平成7)

2000
(平成12)

2005
(平成17)

2010
(平成22)

総計 3.5 兆円 11.8 兆円 24.8 兆円 35.7 兆円 47.4 兆円 65.0 兆円 78.4 兆円 88.9 兆円 105.4 兆円 114.9 兆円 (100.0%)

年金 0.9 兆円 3.9 兆円 10.5 兆円 16.9 兆円 24.0 兆円 33.5 兆円 41.2 兆円 46.8 兆円 53.0 兆円 54.9 兆円 (47.8%)

医療 2.1 兆円 5.7 兆円 10.7 兆円 14.3 兆円 18.6 兆円 24.3 兆円 26.2 兆円 28.4 兆円 33.2 兆円 37.7 兆円 (32.8%)

福祉その他 0.6 兆円 2.2 兆円 3.6 兆円 4.5 兆円 4.8 兆円 7.2 兆円 11.0 兆円 13.6 兆円 19.2 兆円 22.2 兆円 (19.3%)

一人当たり
社会保障給付費

3.4 万円 10.5 万円 21.2 万円 29.5 万円 38.4 万円 51.8 万円 61.8 万円 69.5 万円 82.3 万円 90.4 万円

2015
(平成27)

 

 

 

（５）長野県の歳出総額と民生費・衛生費（決算ベース） 

長野県の普通会計歳出総額（決算額）は平成７年（1995 年）ころをピークに減少傾向にある一方、

民生費・衛生費の歳出総額に占める割合は固定化する傾向にあります。 

 

 

393 487 616 751
916 948

1,406 1,580 1,452 1,436 1,402 1,424
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8,385
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8,352
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8,293 8,301 8,277 8,236

8.0%
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6.7%
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11.4%

15.9%

18.4%

17.5% 17.3%
16.9%

17.3%
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11%

13%

15%

17%

19%

21%

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2011 2012 2013 2014 2015

億円 歳出総額（決算額）

民生費・衛生費計
歳出総額に占める

民生費・衛生費の割合

 

 

 

 

    

社会保障給付費の全国推移 

 

長野県の歳出総額と民生費・衛生費の推移 

 

（国立社会保障・人口問題研究所「平成27年度社会保障費用統計」） 

                （総務省「都道府県決算状況調」） 
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（６）長野県の社会保障関係経費 

長野県の社会保障関係経費は一般会計予算総額の約１割を占め、増加が続いています。平成 29

年度（2017年度）には予算総額が約131億円減少する一方で、社会保障関係経費は約18億円増

加しています。 

 

830 863 904 955 967 1,025 1,075 1,104 1,122

2,673 2,611 2,621 2,584 2,560 2,520 2,541 2,551 2,541

1,415 1,414 1,398 1,410 1,403 1,387 1,367 1,334 1,297

3,404 3,727 3,541 3,464 3,369 3,559 3,712 3,768 3,665

10.0% 10.0%

10.7%

11.4%
11.7%

12.1%
12.4%

12.6%
13.0%

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

12.0%

14.0%

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

億円

社会保障関係経費

8,299

億円

その他経費

当初予算総額に占める占め

る社会保障関係経費の割合

人件費

公債費

8,4128,4648,615
8,322

8,695
8,491

当初予算総額8,757

 

 

 

 

 

【参考】日本の医療制度の概要 

 

「社会保障関係支出」に含まれる経費 
【生活困窮者】 生活保護費、中国帰国者支援給付金 など 
【高齢者介護】 介護給付費負担金、軽費老人ホーム事務費補助金 など 
【医療】国民健康保険関係費、後期高齢者医療保険関係費、福祉医療給付事業補助金、特定疾患治療研究費など 
【子ども・子育て】 児童手当、児童扶養手当、児童保護措置費、小児慢性特定疾患治療研究費 など 
【障害者支援】 障害者施設関係負担金、障害児施設給付費、特別障害者手当 など 

 

  

（厚生労働省「我が国の医療保険について」） 

長野県の社会保障関係経費の推移 

 

（長野県調べ） 
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２ 医療保険財政の状況 

厳しい経済状況を反映して被保険者の収入が減少する中、高齢化の進展や医療技術の進歩

などにより医療費は増加を続けており、医療保険財政は非常に厳しい状況にあります。 

 

（１）標準報酬月額と保険給付費の動向 

医療費支出（１人当たり保険給付費）の伸びが、保険料収入（１人当たり標準報酬月額）

の伸びを上回っており、ここ数年では特にその傾向が顕著になっています。 

 

1.00 
1.01 

1.05 
1.06 

1.09 
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1.27 
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1.31 

1.36 
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1.15

1.20

1.25

1.30

1.35

1.40

1.45

15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28

（見込）

・患者負担の３割化

・総報酬制導入

診療報酬改定

▲1.0％

診療報酬改定

▲3.16％

・乳幼児の患者負担の拡大

（３歳未満→就学前）

･診療報酬改定 ▲0.82％

診療報酬改定

＋0.19％

診療報酬改定

＋0.004％

診療報酬改定

＋0.10％

診療報酬改定

▲1.31％（※２）

標準表集月額上限引上げ

121万円→139万円

医療費
（加入者１人当たり保険給付費）

月収
（１人当たり標準報酬月額）

 

 

 

（２）市町村国保の状況 

市町村国保は、失業者や低所得者、高齢者が多く加入するといった構造的な問題を抱え、

市町村の一般会計からの多額の法定外繰入れを要するなど、保険財政は恒常的に厳しい状況

にあります。 

 

14.7 15.3 
21.9 

26.5 

25.9 25.6

30.1
34.3

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

H25 H26 H27 H28

決算補填等目的

決算補填等目的以外

（億円）
法定外繰入額（総額）

年度  

 

 

協会けんぽの保険財政の傾向 

 

 
県内の市町村国保における法定外繰入の状況 

（全国健康保険協会（協会けんぽ）「平成 28 年度事業報告書」） 

（※１）数値は平成 15 年度を「１」とした場合の指数で表示したもの 
（※２）▲1.31％は、28 年度の改定率▲0.84％に薬価の市場拡大再算定の特例の実施等も含めた実質的な改定率 

※「決算補填等目的」と「決算補填等目的以外」の内訳について H27 年度から変更あり 

（厚生労働省「国民健康保健事業の実施状況報告」 ） 
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１ 県民医療費の推移 

平成 27 年度（2015 年度）の県民医療費は 6,756 億円で、前年に比べ 224 億円（3.4%）増加

しています。 

  平成 27 年度（2015 年度）の後期高齢者（老人）医療費は 2,723 億円で、県民医療費の 40.3％

を占めています。全国では、国民医療費の 35.7%を後期高齢者（老人）医療費が占めています

が、長野県は全国より 4.6 ポイント上回っています。 

   今後、75 歳以上人口の増加に伴い、県民医療費に占める後期高齢者医療費の割合は一層増

加するものと予想され、県民医療費も増加が見込まれます。 

    また、所得に対する医療費の割合も年々増加しています。 

   

 

 

 

      ※県民医療費については平成 26 年度までは 3 年毎、平成 27 年度からは各年公表となった。 

（厚生労働省「国民医療費」、「老人医療事業年報」、「後期高齢者医療事業年報」） 

  ※ 県民医療費の県民所得に占める割合の算出に用いた県民所得は、平成 7 年度以前は長野県企画

局「平成 15 年度(2003 年度)長野県の県民経済計算」、平成 8 年度以降は長野県企画部「平成

26 年度（2014 年）長野県の県民経済計算」 

※ 国民医療費の国民所得に占める割合は、厚生労働省「平成 26 年度後期高齢者医療事業年報」

による。 

 

第２節 県民医療費の動向 

県民医療費の推移 
１人当たり後期高

齢者（老人）医療費の

状況 
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    ※県民医療費については平成 26 年度までは 3 年毎、平成 27 年度からは各年公表となった。 

  ※本県の状況は、厚生労働省「国民医療費」、「老人医療事業年報」及び「後期高齢者医療事

業年報」により算出 

 

２ １人当たり県民医療費の状況 

  平成 27 年度（2015 年度）の１人当たり県民医療費は 321.9 千円で、全国平均の 333.3 千円 

と比較して 11.4 千円低く、全国第 33 位（低い方から 15 番目）となっています。 
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【都道府県別1人当たり医療費】

全国平均 H27：333.3千円

（H26:321.1千円）
最高：高知県 444.0千円(=152.6)

最低：埼玉県 290.9千円(=100.0)

千円 長野県

321.9千円（33位） ← H26：309.7円（33位）

                       （厚生労働省「平成 27 年度国民医療費」） 

 

 

３ １人当たり後期高齢者（老人）医療費の状況 

長野県の平成 27 年度（20１５年度）の１人当たり後期高齢者（老人）医療費は 824,529 円で、全国

平均の 949,070円と比較して 124,541 円低く、全国第 42位（低い方から６番目）となっています。 

 

 

 

国民（県民）医療費に占める後期高齢者（老人）医療費の割合 

都道府県別１人当たり医療費 
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全国平均 H27：949,070円

(H26:932,290円)

最高：福岡県 1,195,497円(=158.0)

最低：新潟県 756,425円(=100.0)

長野県

824,529円（42位） ← H26：804,423円（42位）

 

                （厚生労働省「平成 27 年度後期高齢者医療事業年報」） 

 

 

４ １人当たり医療費の推移 

  長野県の１人当たり県民医療費は、全国平均よりも低く推移してきましたが、長野県も全国も増加傾 

向にあります。 

  また、後期高齢者（老人）医療費も、１人当たり医療費が年々増加しており、平成２年度（1990年度） 

から平成 19 年度（2007 年度）までは全国最低額でしたが、平成 20 年度（2008 年度）には 45 位、

平成 27年度（2015 年度）には 42 位となり、全国平均との差も小さくなっています。 

対前年度比は 2.5％増で、伸び率では全国第 11位です。 

 

 

 

  

   

 

    

１人当たり後期高齢者（老人）医療費の状況 

１人当たり国民（県民）医療費の推移 

（厚生労働省「国民医療費」） 
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５ 年齢階級別１人当たり医療費の状況 

（１）全国の状況 

平成 26 年度（2014 年度）の１人当たり医療費を年齢階級別にみると、15～19 歳まで年 

齢とともに徐々に下がり、その後は年齢が上がるとともに高くなっています。 

70 歳代までは外来（入院外＋調剤）の割合が高く、80 歳代になると入院（入院＋食事療 

養）の割合が高くなっています。 

 

 （医療費計）               （医科診療費） 

 
                 （厚生労働省「年齢階級別１人当たり医療費（平成 26 年度）」） 

※厚生労働省において「医療給付実態調査報告」等より作成 

年齢階級別１人当たり医療費の状況（全国） 

１人当たり後期高齢者（老人）医療費の推移 

平成２～19 年度までは全国 47 位 
全国 45 位 

全国 42 位 

（厚生労働省「老人医療事業年報」「後期高齢者医療事業年報」） 
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（２）長野県の状況 

   長野県の年齢階級別１人当たり医療費は、全国と同様に、15～19 歳までは年齢とともに

徐々に下がり、その後は年齢とともに高くなっています。今後も、高齢化の進展に伴い、医 

療費の増加が見込まれます。 

１人当たり医療費に占める割合を診療種別でみると、80 歳代前半までは入院外（入院外＋ 

調剤）の割合が高く、80 歳代後半になると入院（入院＋食事療養）の割合が高くなっていま 

す。 

 

 

    

 
 

       

        
        
        
        
        
        
        
        
        
        
        
 

       
 
 

       
        
        
        
        
        
        
        
         

 
 

   

 

   

        
        
        
        
        
        
        
        
        
                ※65～74 歳の障害認定を受けた者を除く 

（厚生労働省「平成 27 年度医療費の地域差分析」）   

（注１）療養費等を含まないため、１人当たり県民医療費や各種事業年報とは数値が異なる 

（注２）入院医療費には入院時食事・生活療養費を含み、入院外医療費には調剤医療費を含む。 

年齢階級別１人当たり医療費の状況（長野県） 
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１ 疾病分類別医療費の状況 

平成 29 年（2017 年）５月診療分の診療費を疾病大分類（19 分類）別にみると、国民健康

保険、後期高齢者医療とも「循環器系の疾患」が最も多く、全体の約 22.5%を占めています。  

次いで、「新生物」が全体の 12.0%を占めています。第３位には、国民健康保険では「消化器

系の疾患」、後期高齢者では「尿路性器系の疾患」となっています。 

  特に後期高齢者では、全体の 26.2％を「循環器系の疾患」が占めています。 

  また、疾病中分類（119 分類）別に診療費をみると、生活習慣と関連が深いと考えられる疾

病が全体の約４割を占めています。 

 

       疾病大分類別医療費の上位３疾病（平成 29 年５月診療分） 

 

診療費 割合 診療費 割合
１位 循環器系の疾患 1,818百万円 16.3% 循環器系の疾患 4,873百万円 26.2%
２位 新生物 1,631百万円 14.7% 新生物 1,848百万円 9.9%
３位 消化器系の疾患 1,439百万円 12.9% 尿路性器系の疾患 1,839百万円 9.9%

国民健康保険 後期高齢者医療

 

 

診療費 割合
１位 循環器系の疾患 6,691百万円 22.5%
２位 新生物 3,479百万円 11.7%
３位 消化器系の疾患 3,212百万円 10.8%

国民健康保険＋後期高齢者医療
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謝
疾
患

※

糖
尿
病

精
神
及
び
行
動
の
障
害

神
経
系
の
疾
患

眼
及
び
付
属
器
の
疾
患

耳
及
び
乳
様
突
起
の
疾
患

循
環
器
系
の
疾
患

※

高
血
圧
性
疾
患

※

虚
血
性
心
疾
患

※

脳
血
管
疾
患

呼
吸
器
系
の
疾
患

消
化
器
系
の
疾
患

皮
膚
及
び
皮
下
組
織
の
疾
患

筋
骨
格
系
及
び
結
合
組
織
の
疾
患

尿
路
性
器
系
の
疾
患

※

腎
不
全

妊
娠
、
分
娩
及
び
産
じ
ょ
く

周
産
期
に
発
生
し
た
病
態

先
天
奇
形
、
変
形
及
び
染
色
体
異
常

症
状
、
徴
候
及
び
異
常
臨
床
所
見
・
異
常

検
査
所
見
で
他
に
分
類
さ
れ
な
い
も
の

損
傷
、
中
毒
及
び
そ
の
他
の
外
因
の
影
響

疾病分類別 １人当たり医療費（平成29年５月診療分）(円)

 

※集計対象は、医科及び歯科診療費のみ。※は、左側に記載の疾病の再掲（内数）である。 

（注１） 疾病大分類は、社会保険表章用疾病分類表（19 分類）に基づく分類 

（注２） 疾病中分類は、社会保険表章用疾病分類表（119 分類）に基づく分類 

（注３） 疾病分類に計上されている疾病は、医師が複数の主傷病名を記載していても一つしか選択されません。そのため、合

併症や依存症が多数記載されている場合、選択されなかった疾病については低い集計値となる可能性がある。   

 

第３節 疾病別医療費の状況 

疾病分類別医療費の状況（長野県） 

長野県国民健康保険団体連合会「疾病分類統計」（平成 29 年５月診療分（６月審査分）） 
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                （長野県国民健康保険団体連合会「疾病分類統計」（平成 29 年５月診療分（６月審査分）） 

   ※集計対象は、医科及び歯科診療費のみ。傷病情報が不詳のデータは集計されていません。 

   ※ここでは、生活習慣に関連が深い疾病として、次の 11 疾病を抽出しています。これらの中には生活習慣 

が原因でない場合も含まれますが、区分ができないため、一括して計上しています。    

 

 

 
（注１） 社会保険表章用疾病分類表（119 分類）に基づく分類 

（注２） 疾病分類に計上されている疾病は、医師が複数の主傷病名を記載していても一つしか選択され

ません。そのため、合併症や依存症が多数記載されている場合、選択されなかった疾病について

は低い集計値となる可能性があります。 

 

・悪性新生物 ・糖尿病 ・その他の内分泌、栄養の疾患 ・高血圧性疾患 ・虚血性心疾患

・くも膜下出血 ・脳内出血 ・脳梗塞 ・脳動脈硬化（症） ・動脈硬化（症） ・腎不全

 

 

 

 

 

 

 

 

 

長野県 

生活習慣病に関連の深い疾病の割合（平成29年５月診療分） 
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第３編 

 

目指すべき姿 
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１ 「長生き」から「健康で
．．．

長生き」へ ～健康長寿世界一を目指して～ 

厚生労働省の都道府県別生命表（平成 22 年（2010 年））によると、長野県は平均寿命

が男性 80.88 年、女性 87.18 年で、男女ともに全国一位となっています。（平成 27 年（2015

年）の都道府県別平均寿命は平成 29 年 12 月公表予定） 

また、厚生労働省の平成 27 年（2015 年）都道府県別年齢調整死亡率（人口 10 万対）

の概況によると、長野県は、男性 434.1、女性 227.7 で男女とも低い方から全国１位とな

っています。 

一方、厚生労働省は、「子どもから高齢者まで全ての国民が共に支え合いながら、希望    

   や生きがいを持ち、健やかで心豊かに生活できる社会の実現」を目指すため、生活の質及    

   び社会環境の質の向上を目的として、平均寿命の延伸とともに、「健康上の問題で日常生

活に制限されることなく生活できる期間」とされる健康寿命に従来に増して着目し、その

延伸や地域間の健康格差の縮小を実現することとしています。 

「長生き」を実現してきた長野県の保健医療に関する施策は、健康寿命をさらに延ばす

ことにより、住み慣れた環境でできるだけ長く健康で生きがいをもって幸せに暮らせるよ

う、「健康
・ ・

で
・

長生き」へと更なる施策の展開を図る必要があります。 

 

２ 取り組む姿勢 

 県が「健康で
．．．

長生き」に取り組む姿勢は以下のとおりです。 

   ○長野県総合５か年計画、第７期長野県高齢者プラン、長野県障がい者プラン、長野県食 

育推進計画（第３次）、長野県自殺対策推進計画等との同時策定となることから、施策の 

整合性を確保した上で、連携して施策を推進します。 

   ○平成 30 年（2018 年）年４月から、県も市町村とともに国民健康保険の保険者となるた

め、県民一人ひとりの主体的な健康づくりの取組を市町村とより一層協働して進めます。 

   ○最新のデータ・知見に基づき、優先して取り組むべき健康課題を見える化します。 

   ○健康や疾患に関する県民や社会の理解を促進します。 

   ○ヘルスプロモーションの理念を踏まえ、関係機関・団体等と一体となった活動を推進す 

るとともに、これまでの長野県の健康長寿を支えた取組を次世代へ継承します。 

   ○人口減少への歯止めと人口減少を踏まえた地域社会の維持・活性化に資する取組を推進 

します。 

 

 

 
 

○WHO（世界保健機関）が 1986 年にオタワ憲章にて提唱した考え方で、「人々が自らの健康

をコントロールし、改善することができるようにするプロセス」と定義しています。 

○県民が主体的に健康づくりに取り組めるよう、総合的に支援する環境づくりが必要です。 

ヘルスプロモーション 

第１節 目指すべき姿 
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３ 基本方針 

    県は、「健康で長生き
．．．．．．

」を実現するため、以下の基本方針を掲げます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

長野県の平均寿命、健康寿命が全国上位にランクインする要因として、 

・高齢者の高い就業率や積極的な社会参加など、県民が生きがいを持って生活している。 

・野菜摂取量が多く、郷土料理・伝統料理を有効に活用した食生活を送るなど、県民の健

康に対する意識が高い。 

・食生活改善推進員や保健補導員などの健康ボランティアによる自主的な健康づくりへの

取組が活発である。 

・医師、歯科医師、薬剤師、保健師、看護師、管理栄養士等の専門職種が連携した地域保

健医療活動が活発である。 

・周産期死亡率・乳児死亡率が低い。 

などがあげられているところです。（長野県健康長寿プロジェクト・研究事業報告書） 

こうした県民の高い意識と様々な活動は長野県の財産（強み）であり、今後も、継承し

発展させていく必要があります。 

 

○学びを通じた予防活動の充実と健康づくり 

生活習慣病の発症予防と重症化予防の徹底に努めるとともに、高齢期における日常生

活の自立を目指した身体機能の強化・維持、子どもの頃からの健康づくりへの学びや、

働く世代のこころの健康対策等を推進し、県民の行動変容につなげます。 

○共助（ソーシャルキャピタル）を基礎とした支援体制の整備 

時間的にゆとりのない方や、健康づくりに無関心な方も含め、社会全体として相互に

支え合いながら、県民一人ひとりが健康づくりに向けて取り組み、健康を守る環境を整

備することを重視します。 

○医療提供体制の充実・強化 

医療機能の適切な分化と連携を進め、地域全体で医療を支える体制の構築を目指しま

す。 

また、各医療圏における医療提供体制を充実・強化するとともに、必要に応じ、隣接

する医療圏との連携を図り、県民誰もが身近なところで安全かつ効率的で質の高い医療

を受けることができる体制を目指します。 

○保健・医療・介護（福祉）の連携と自治の力を活かした地域包括ケア体制の構築 

社会全体の変化に対応し、保健・医療・介護（福祉）が相互に連携し、自治の力を活

かして地域住民がお互い支え合うことができる、切れ目のない地域包括ケア体制を目指

します。 

○健康寿命の延伸、平均寿命と健康寿命の差の縮小 

○誰もが住み慣れた地域で安心して暮らせる社会の実現 

 

 
結果 

長野県の健康長寿の要因と次世代への継承 
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４ 目標 

 

「健康で長生き
．．．．．．

」を達成するために、以下の目標を設定します。 

区 

分 
項  目 

現 状 値 

（H29） 

目標 

（H35） 
出 典 

Ｏ 平均寿命 男性 80.88 年 

（H22） 

延伸 厚生労働省「都道府県

別生命表」 

女性 87.18 年 

     （H22） 

 

 

 

Ｏ 

健    

康 

寿    

命 

日常生活に制限の
ない期間の平均 

男性 71.45 年 

（H25） 

延伸 
平均寿命との差の縮
小 

厚生労働科学研究班 

厚生労働省「国民生活

基礎調査」 女性 74.73 年 

（H25） 
自分が健康である
と自覚している期
間の平均 

男性 72.44 年 

（H25） 

〃 厚生労働科学研究班 

厚生労働省「国民生活

基礎調査」 女性 74.81 年 

（H25） 
日常生活動作が自
立している期間の
平均 

男性 79.80 年 

（H25） 

〃 厚生労働科学研究班 

介護保険の要介護度 

女性 84.32 年 

（H25） 

Ｏ 年齢調整死亡率 

（人口 10 万対） 

男性 434.1 

（H27） 

現状維持 厚生労働省「人口動態

調査」 

女性 227.7 

（H27） 

現状維持 

 

 

 

 

 

 

【参考】県民医療の見通し 

項  目 
現状値 

（H27 年度） 

見通し 

（H35 年度） 
出 典 

県民医療費 

 

6,756 億円 7,464 億円※ 厚生労働省 

「都道府県別国民医療費」 

※平成 35 年度の見通しは、厚生労働省提供「都道府県医療費の将来推計ツール」を基に推計

したもの 

 

 

 

注）「区分」欄 Ｏ（アウトカム指標）：医療サービスの結果として住民の健康状態や患者の状態を測る指標 
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健康上の問題で日常生活が制限されることなく生活できる期間と定義されています。 

（厚生労働省） 

 

現在、健康寿命は３つの算出方法が厚生労働省から示されています。（単位:年） 

 

① 「日常生活に制限のない期間の平均」（Ｈ25 国民生活基礎調査） 

 全国  男性:71.19       女性 74.21 

 長野県 男性:71.45（18 位）  女性 74.73（16 位） 

 

② 「自分が健康であると自覚している期間の平均」（Ｈ25 国民生活基礎調査） 

 全国  男性:71.19      女性 73.32 

 長野県 男性:72.44（２位）   女性 74.81（26 位） 

 

③ 「日常生活動作が自立している期間の平均」（Ｈ25 介護保険の要介護度） 

 全国  男性:78.72      女性 83.37 

 長野県 男性:79.80（１位）  女性 84.32（１位） 

 

上記のとおり算出方法によって年数に違いがあることや、独自の方式で算定・公表して

いる地方自治体も存在していることから、国の考え方を踏まえ、どのような方式が適当か

引き続き検討することが必要です。 

健康寿命 
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目指すべき姿を実現するために、県が進むべき基本的な方向性を以下に示します。 

 

１ 健康づくりの推進 

    健康づくりに必要な要素として、県民の健康意識の向上が挙げられます。乳幼児期から

高齢期まで、それぞれのライフステージにおいて、常に心身の健康を意識し、バランスの

とれた生活習慣を身につけられる切れ目のない施策を展開することにより、健康寿命の延

伸にもつなげていきます。 

    また、健康づくり県民運動「信州ＡＣＥ（エース）プロジェクト」の推進により、食生

活の改善や運動習慣の定着など、個人の参画により生活の質の向上を図るとともに、市町

村はじめ企業や民間団体等を巻き込みながら、積極的な参加協力を得て、社会環境の質の

向上を実現し、生涯にわたって健康な生活を送ることができる社会を目指します。 

 

２ 医療提供体制の充実 

    健康寿命を延伸していくためには、健康づくりのみならず、良質かつ適切な医療を効率

的に提供する体制を確保していくことが必要です。 

特に、急速な少子高齢化に伴い、がんなどを原因とする慢性疾患の増加など、疾病構造

にも変化が見込まれることから、５疾病（がん、脳卒中、心筋梗塞等の心血管疾患、糖尿

病及び精神疾患）・５事業（救急医療、災害時における医療、へき地医療、周産期医療及び

小児医療）及び在宅医療のそれぞれについて、疾病構造の変化を見据えた切れ目のない医

療を提供する体制を構築していくことが求められています。 

こうした状況を踏まえ、患者や住民が安心して病期に適した質の高い医療を受けられる

体制を確保するため、医療機能の分化と連携の推進、医療従事者の確保、医療と介護サー

ビスとの一体的な提供体制の構築等に取り組んでいきます。 

 

３ 医療費の適正化 

長野県は平均寿命が長い一方で、１人当たり医療費は低く、健康長寿と医療費との高い

バランスを実現してきました。しかしながら、県民医療費は年々増加しており、今後も、

高齢者人口の増加などにより後期高齢者医療費を中心に増加が見込まれます。 

    医療費適正化は、超高齢社会の到来に対応し、県民の生活の質の維持及び向上を図るこ

とが基本となります。 

    これらを踏まえ県民一人ひとりが「自分の健康は自分でつくる」という意識のもと、県

民の健康の保持増進に関すること、医療の効率的な提供の推進に関すること、更には適正

な受診の促進等に取り組んでいきます。 

 

以上を踏まえ、具体的な取組内容を第４編以降に示していきます。 

第２節 基本的な方向性 

 


